
これまで附属幼稚園が果たしてきた役割

幼児教育支援センター附属幼稚園の現状

01
実践研究の実施

センター主催で研究会を実施し、幼稚園として研究してきたものを発表。
コロナ禍で中止になって以降、講師を招いての園内研を実施。

03

※要配慮児童：障害者手帳または通所受給者証の交付を受けた園児

要配慮児童の受け入れ

02 令和6年度に幼稚園独自の接続期カリキュラムを見直し、継続実践。
幼保の交流（相互の施設交流・行事等）、様々な学年と活動を共有。

幼保小の連携
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附属幼稚園の園児数・運営費の推移 R8年度当初予算 運営費
1人あたり 4,254千円

（園児12名 51,042千円）

園児数(人)運営費(千円)

園児数減少の原因は何か
保育需要＞幼稚園需要
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私立幼稚園の定員充足率推移

R7年度園児数 1,866人

充足率 65.9%

定員数(人)充足率(%)

【流山市の特徴】
保育園需要が高く、幼稚園需要がそもそも少ない。

私立の状況はどうか？

私立幼稚園も、定員充足率は年々下降している。

園児数減少は、公立固有の課題ではない。

共働き世帯が多い流山市の大きな特徴
「保育需要の高さ」によるところが大きい。

１

R8年度：4歳児・5歳児合わせて8人受け入れ。

1

平均登園人数
（4-7月）

4歳児：3.1人/4人

5歳児：6.0人/8人
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市内認可保育園・幼稚園入園者数比較

入園者数(人)

幼稚園入園者数 保育園入園者数

※各年度4月1日現在の3～5歳児

令和８年８月１９日
教育福祉委員会 資料１

77.2%

22.8%



廃園を決定する前に議論すべきこと

① 園児減少に歯止めをかける方策の検討

--3年保育化
--給食の導入
--送迎バス運行
--認定こども園化
--積極的な園児募集

② 要配慮児童の受入体制の検討

附属幼稚園における園児減少による問題点とは何か

--私立幼稚園での受け入れは可能か
--ひとりひとりに合った学びの場を相談・検討できる環境は整備されているか

③ 附属幼稚園の施設活用と財産の継承
--幼児教育支援センターの機能を増強し、
子育て支援施設としての利活用を検討。

園児減少による問題点と廃園を決定する前に議論すべきこと２

01 適正規模を満たさず、目指す幼稚園教育ができない。

国の調査研究(※)による「適正規模」
1学級あたり
3歳児 20人前後 4・5歳児 21人～30人

02
園児数の減少により、1人あたりにかかる運営費が年々上昇。

運営費の上昇

(2)「少人数の生活」の教育的意義

(3)左記を踏まえ、市が考える「公立幼稚園における適正規模」

きめ細やかな指導の実現

1人1人と向き合う時間が増える

それぞれの置かれた状況・発達の特性に応じて、行き届いた教育を推進

原則：適正規模集団での経験が必要である

〇小学校教育との円滑な接続の観点
流山市には、児童数1,000人超の大規模校もある。
小学校入学時の急激な変化も見据えた適正規模による集団での経験が重要と考える。

〇特別な配慮を要するこどもへ
丁寧な個別支援（＝1人1人への適切な支援）は大切であると同時に、
適正規模の集団の中で、全体的な発達を促すことも重要。
「少人数指導」と「常に個別であること」は必ずしもイコールではないと考える。

特別な配慮を要する児童：
「適正規模集団での発達促進」と「1人1人への適切な支援」のバランスが重要である

※「集団の生活」の対義語としての「少人数の生活」

“教育的意義”から考える公立幼稚園の教育

1学級あたり 3歳児 20人前後 4・5歳児 21人～30人

「適正規模」の考え方

(1)「集団の生活」の教育的意義

自立心・協同性・道徳性や規範意識の芽生え・社会生活とのかかわり等

幼児の主体的活動＝他の幼児との関わりの中で深まり、豊かになるもの。

自己の
発揮

教師・他の幼児に
認められる体験

自信をもって行動できるようにする

相手を尊重して行動できるようにする

2

幼稚園教育要領(※)より

※幼稚園教育要領「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」
幼児期にふさわしい遊びや生活を積み重ねることで、
育みたい資質・能力が育まれている具体的な姿を示したもの。

※幼児集団の形成過程と協同性の育ちに関する研究

01



廃園前の議論点①～園児減少に歯止めをかける方策の検討～３

(2)私立幼稚園で実施する際の運営上の条件

A案 増築 B案 部分改修

３年保育
施設改修費/備品・備品教材購入費/人件費

約1億7000万円

施設改修費/備品・備品教材購入費/人件費

約5,000万円～6,000万円
※工事期間約1年

①園児数
②建設や受け入れ整備を行う用地
③実施・運営するための予算

流山市で「3年保育・給食・送迎バス」を導入するとした場合の費用は？

上記を実施しても、園児が増える見込みが少ないため、実施には慎重な議論が必要である。
3

A案
直営調理場建設

B案
給食センター委託

C案
江戸川台保育所からの配送

D案
弁当給食

給食

建設費/備品・消耗品費
光熱水費/人件費

清掃・消毒等衛生管理費

約5億4000万円

20～30食では対応不可
衛生面や公道の安全確保、
悪天候時等の課題あり

弁当給食を業者に発注

1食350円～495円
※月2-3回既に実施

A案 委託運行 B案 送迎ステーション利用

送迎バス 約800万円 幼稚園の1号認定児童は想定していない

(1)費用試算

が考えられる。

（改修前） （改修後）

※イメージ

【国庫補助制度上の問題点】
国庫補助が、対象児童を「保育の必要性の認定を受けた児童」としており、
幼稚園の1号認定児童は想定していない。

【実務上の問題点】
①送迎で園を回る時間帯が合わない。
ステーションは、朝（8時～9時）・夕（16時～17時）であるため、
幼稚園の登園時間（9時～14時）と合わない。

②運行ルートの調整・増便の可能性。
現状、江戸川台方面の運行がないため、ルート調整・増便が必要となる可能性がある。

③必ずステーションに連れてくる必要がある。
一般的な幼稚園バスと異なり、路上でのピックアップは行わないため、
必ずステーションに連れてくる必要がある。

実施
状況

預かり保育 バス通園 昼食（給食・弁当）

8園/9園
（1園/9園は要相談）

8園/9園
9園/9園

（週3～5回実施）

（参考）私立幼稚園の各事業実施状況

条件を満たしていれば、公立でも同様に実施が可能なのか？



廃園前の議論点①～園児減少に歯止めをかける方策の検討～３

他市との比較から考える「認定こども園化の可能性」

(1)園数の比較

浦安市(R8) 習志野市(R8) 流山市(R8)

公

立

幼稚園 3 3 1

保育所 7 11 5

認こ園 10 7 0

私

立

幼稚園 5 5 9

保育園 47 36 94

認こ園 1 2 6

浦安市 習志野市

現
状
・傾
向

〇段階的に認定こども園化

〇公立幼稚園、認定こども園の園児数は減少
 (10年間で64.8%減)

すべての地区で園児数が減少している。
  (※定員充足率:14.3%～66.3%)

〇保育需要＞幼稚園需要

〇公立幼稚園・保育所の「私立化」
多様化する保育ニーズに対応する
ことを目指す。

結
論

〇他市は、私立の園数が少なく、公立の数も本市と比較して多くなっている。

〇流山市は、私立保育園・幼稚園が非常に充実していることがわかる。

(2)本市との対比

※R8.4月時点（5歳以下の人口/市全体の人口）
浦安市：6,644人/174,889人 習志野市：6,339人/172,282人 流山市：13,067人/215,652人

(3)本市における認定こども園化の検討

【問題点】私立幼稚園との競合

【１】幼児教育支援センター附属幼稚園の現状 でも示したとおり、

流山市の特徴＝幼稚園需要が限られている

園児募集のための積極的な広報活動

公立幼稚園の積極的な園児募集は、公平な競争環境を阻害し、
私立幼稚園の利益や活動を脅かすことになってしまう。

行政による積極的な園児募集には限界があり、できることが限られる。

隣接地にある江戸川台保育所と合併→幼保連携型認定こども園に移行する場合を想定

メリット デメリット

〇多様なニーズに対応
・多様なニーズを持つ１号認定の
こどもの積極的な受け入れが可能。

〇保育需要＞幼稚園需要
・2～3歳のニーズが高い。
（R6.4月時点年齢別保育所入所状況より）
・市内の保育園ニーズの高さを鑑みると、認定こども園化を
実施しても、4-5歳児全体の幼稚園需要の増加を見込めない。

〇財源確保の問題

幼稚園需要は減少しており、認定こども園化を実施しても園児数が増える見込
みは少ないと考えられる。
本市における検討の結果、認定こども園化をすることにより得られるメリット
は、幼稚園ニーズと財源の問題を上回るものではないと考えられる。

令和6年5月28日(火)教育福祉委員会協議会にて配布
「流山市幼児教育支援センター附属幼稚園の廃園方針にかかる現在までの取組及び経過等について」
（学校教育部・子ども家庭部（当時）・健康福祉部連名）より一部抜粋

4

自治体 公立 私立

松戸市 0 37

柏市 0 21

船橋市 0 39

市川市 6→4(※1) 29

八千代市 0 15

自治体 公立 私立

我孫子市 0 8

鎌ヶ谷市 0 9

野田市 3→2(※1) 5

流山市 1 9

(参考)近隣市における幼稚園の現状

いずれの市においても、
公立は減少傾向にある。

※令和７年教育便覧より

※1 R8年度の数値



廃園前の議論点②～要配慮児童の受け入れ体制の検討～３

要配慮児童の受入体制の整備

(1)受入実績

令和７年度 152人 令和８年度 161人

※各年度4月時点

(3)私立幼稚園 園生活におけるアンケート結果
※R8.7月実施

(2)補助実績

流山市私立幼稚園等要配慮児童受入支援補助金

年度 当初予算 補正予算 決算

令和７年度 78,826 9,224 87,700

令和８年度 82,800 - -

単位：千円

就園相談の実績・連携体制

(1)就園相談実績

相談件数

R6 ９

R7 ３

R8
１

（7月現在)

(2)現在の就園相談・再相談や関係機関との連携体制

【児童発達支援センター】
療育相談（Web等での申込み）

【幼児教育支援センター】
就園相談（電話申込み）

〇面接
〇諸検査
〇診察 等の実施

療育支援会議
〇適切な学びの場の提案
〇入園先等に関する調整

等の実施

(3)受け入れに至らなかった事例の把握状況・対応

【幼児教育支援センター実施の就園相談】

私立幼稚園への入園を希望した場合における受け入れ困難事例なし。

※療育支援会議の結果等をふまえ、保護者が療育での支援を希望、
継続したケースはある。

・私立幼稚園での受け入れ支援制度整備
・就園相談や関係機関との連携体制整備
・実際に私立に通園している要配慮児童のニーズ把握

廃園議論の有無に関わらず、以下を実施。
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保護者がこどもに園生活で身につけてほしいと思っていること

私立幼稚園において、要配慮児
も、高い割合で園生活を楽しん
でいる。

園生活において、保護者は、
コミュニケーション力や友達と
協力する力などを育むことを期
待している。

【アンケート結果より】

※複数選択可

全体

要配慮児

回答率(%)

58.2%38.0%

3%
0.6% 0.2%

園生活の満足度（全体）

いつも楽しんでいる

楽しく通っている

あまり楽しく通っていない

楽しく通っていない

未回答
47.1%

44.1%

8.8%

園生活の満足度（要配慮児）

いつも楽しんでいる

楽しく通っている

あまり楽しく通っていない

※要配慮児：児童発達支援事業所を利用していると回答した人

5

96.2% 91.2%

私立幼稚園通園の保護者対象（回答者数534名・うち要配慮児68名）



廃園前の議論点③～附属幼稚園の施設活用と財産の継承～３

公立幼稚園の役割と今後の流山市における担い手

01
幼児教育の拠点園として、地域のこどもの実態に基づく実践研究を実施。
他の幼児教育施設等に開かれた研修や公開保育等を通じて地域に幼稚園教
育要領の趣旨や、これに基づく実践を浸透させる役割。

実践研究の実施

02 小学校以降との円滑な接続を図るため、域内の小学校（タテ）と幼児教
育施設等（ヨコ）をつなぐ結節点となり、架け橋期のカリキュラムの編
成・実施・改善を主導する役割。

幼保小の連携

03
障害のある幼児や外国籍等の幼児を含むすべての幼児に、質の高い幼児
教育の機会を保障する役割。

要配慮児童の受け入れ

04
地域の他の幼児教育施設や地方自治体との人事交流を通じて、地域の
幼児教育を担う人材、ひいては幼児教育を担当する指導主事や幼児教
育アドバイザーとして活躍する人材を輩出する役割。

幼児教育を担う人材の育成

05 幼児教育の重要性や、幼児期の発達の特性を踏まえた日々の教育活動
について、地域に発信する役割。

幼児教育の重要性等を発信

※文部科学省
「今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有識者検討会 最終報告」（令和6年10月）より抜粋。

廃園後の施設の利活用方法検討（案）

市内のこどもたちの施設として使用する予定

・学童利用児童の保育場所
・幼児教育支援センターの機能拡充

研究→幼児教育支援センター
実践→私立幼稚園・公立保育所
     ・私立保育園・認定こども園へ

公立が先進的な取り組みを発信

【これから】
地域ごとに「期待するこどもの姿」を実
現するための資質・能力等の育成の視点
で学び合う

時代とともに地域の実態が多様化

実績及び今後の展望

◇架け橋期カリキュラムの作成に関する
  実践・研究
（協力園）
・私立幼稚園２
・公立保育所１→
・私立保育園８

R9年度
全小学校区で作成

◇幼保見学会での相互参観（保育の公開）
・私立幼稚園３ ・公立保育所３
・私立保育園１２ ・認定こども園１

今後の担い手

【これから】
・市内の全小学校区で、持続可能な連携体制を構築
・幼児教育アドバイザーによるコーディネート

◇幼保小の連携を希望する園 95%
・幼保小合同研（年2回）
架け橋充実研（年1回）

・架け橋期カリキュラムの手引き
初版・第2版の発行

◇関係機関等との繋がりを含めた広がり検討
・「もうすぐいちねんせい」「架け橋だより」
→市内全体の意識啓発

受入→私立幼稚園等
研修→幼児教育支援センター等

幼児教育支援センターが主導

江戸川台が中心

障がいの有無に関わらず、
地域の中で質の高い教育・保育を享受

幼児教育支援センター附属幼稚園が受け皿

◇幼児教育研修等一覧の作成
◇幼児教育希望研修の実施
◇巡回相談の実施
◇3部の連携強化

幼児教育支援センター

担い手

幼児教育支援センター

担い手

今後の担い手

実績及び今後の展望

今後の担い手 実績及び今後の展望

（予定）

6

等が考えられる。



幼児教育・保育と小学校教育の円滑な接続

療育や学童等関係機関との連携

就園や園生活等の悩みへの相談

01

02

03

幼児教育支援センター

04

幼児教育・保育の質の向上

３部局の連携により、一人一人に応じた
幼児期の育ちや学びの場を相談できる体制の整備が実現

流山市が目指す幼児期の育ち・学びの推進に係る体制構築４

流山市こども家庭センター

01

02

03

04

01

02

03

児童発達支援センター

04

連携

架け橋期カリキュラムの作成

幼保小連携の取り組み(R6-7)
--幼保小合同研修会
--幼保小連携の日
--架け橋期教育の充実に関する研修会

質の向上に向けた取り組み（R6-7）
--巡回相談  127件
--アドバイザー派遣 82件（R7-）

01

02

幼児教育支援センターの機能拡充

職員の増員
幼児教育支援センターの機能拡充に合わせて、
指導主事1名他職員を増員

03 キンダーカウンセラー派遣事業（仮称）

私立幼稚園に心理士を派遣
・保護者の園生活の悩み等へ対応。
・特別な配慮を必要とするこどもへの支援について、
職員へ助言。

幼児教育支援センターでの取り組み

妊産婦、こども、保護者からの
相談対応

要保護児童対策地域協議会の運営

児童虐待及びDV相談対応

乳幼児健康診査の実施
こどもの発育・発達・育児全般に
関する相談、関係機関との連携

こどもの発達相談

発達に配慮を要するこどもと
保護者を対象としたサロン

各種専門職による外来療育

5歳児健診後の
フォローアップ相談会

（教育委員会）

（こども未来部） （健康福祉部）

年2回開催
全小学校区で開催
年1回開催

幼児教育アドバイザー等の配置

03

04 他機関との連携

他機関連携の取組(R6-7)
--幼児教育希望研修
--幼保小引き継ぎ会

NEW!!

R9年度
予算要求予定

【 結 論 】
様々な角度からの検討、必要な体制の整備をふまえ、

幼児教育支援センター附属幼稚園については、
令和９年度末で廃園したいと考える。

5/18 廃園議案提出に係る起案書決裁
5/21 庁議
5/28 教育委員会会議
6月 議案上程 7継続審査中
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